
○ より多くの人にその魅力を伝え、スポーツに興味・関心を持たせることが、その第一歩。 

 

 

 

 

○ そのためには、特にＩＣＴを活用し、効果的かつ効率的な情報配信方法について、分野横断的に 

具体化・実現を目指すことが有効。 

○ また、上記の取組みを継続し実行していくためや、その他具体的な利活用方法の検討等に向け、 

スポーツ関係団体とＩＣＴ関係者などの人材・情報の交流の場づくりも重要。 

○ 効果的かつ効率的な情報配信方法の確立及びその実行 

 ・個人の興味・関心を踏まえた情報配信や魅力あるコンテンツの配信を可能とすることで、 

  スポーツに関心のある層を拡げるとともに、理解の深化を図る。 

 ・上記の実行にあたり、スポーツ分野、ＩＣＴ分野の人材が共同で推進できる体制を検討する。 

 

○ スポーツを広く周知したい、スポーツの持つ潜在力を認知してもらいたいという想いがある一方で、

ICT分野で開発された新しい手段の採用も含め、その方法を検討する余裕がない。 

○ 方法案がある場合でも、他分野における特定の相談・連携できる相手がいない。 

競技団体における課題例 

１．検討の大きな視点・方向性 

２．アクションプランの方向性 

スポーツの裾野の拡大に向けて 
“魅せる”観点からのアクションプラン策定に向けた方向性の整理（案） 

資料７ー６ 



１．目的 

２．構成員 

（参考）スポーツ×ICTワーキンググループ 

○ 阿江 通良 国立大学法人筑波大学 体育系 教授 
  荒木 重雄 株式会社スポーツマーケティングラボラトリー 代表取締役 
  石村 彰啓 日本電信電話株式会社 新ビジネス推進室 2020担当 担当部長 
  石元 龍太郎 株式会社スポーツITソリューション 代表取締役社長 

  上田 徹 スカパーＪＳＡＴ株式会社 
有料多チャンネル事業部門 放送事業本部チャンネル運営部長 

  内山 達 日本放送協会 メディア企画室 専任局長 
  大崎 雄介 アトス株式会社 東京オリンピック・パラリンピック企画推進室 室長 

  岡崎 和伸 公立大学法人 大阪市立大学 都市健康・スポーツ研究センター 
医学研究科運動環境生理学 准教授 

  勝田 隆 独立行政法人日本スポーツ振興センター スポーツ開発事業推進部部長 
国立スポーツ科学センター 副センター長 

  日下 光彦 独立行政法人日本スポーツ振興センター 経営戦略部事業運営企画主幹 
  神武 直彦 慶應義塾大学大学院システムデザイン・マネジメント研究科 准教授 
  杉本 渉 ワイズ・スポーツ株式会社 代表取締役 

  鈴木 和洋 シスコシステムズ合同会社 専務執行役員 
シスココンサルティングサービス 

  早田 吉伸 日本電気株式会社  東京オリンピック ・パラリンピック推進本部 
シニアエキスパート 

  髙瀨 健一郎 データスタジアム株式会社 メディア事業推進部 部長 
竹内 淳 一般社団法人日本民間放送連盟 事務局次長兼会長室長 

伊達 厚 キヤノン株式会社 デジタルシステム開発本部 アドバンストIRT開発セン
ター  

田中 克洋 パナソニック株式会社  東京オリンピック・パラリンピック推進本部  
事業開発部 事業推進課 課長 

田中 義孝 富士通株式会社  東京オリンピック ・パラリンピック推進本部 
システム・サービス企画統括部長 

西脇 剛史 株式会社アシックス スポーツ工学研究所 所長、執行役員 

原田 宗彦 早稲田大学 スポーツ科学学術院 教授  
一般社団法人日本スポーツツーリズム推進機構 代表理事 

藤森 祥 株式会社ＷＯＷＯＷ 経営戦略局長  
安渕 哲平 電通 スポーツ局 

渡辺 啓太 一般社団法人 日本スポーツアナリスト協会 代表理事 
専修大学 ネットワーク情報学部 客員教授 

【関係団体】   

舘 剛司 公益財団法人東京オリンピック・パラリンピック競技大会組織委員会 
テクノロジーサービス局 局長 

早崎 道晴 東京都 オリンピック・パラリンピック準備局 スポーツ推進部長 

室伏 広治 公益財団法人東京オリンピック・パラリンピック競技大会組織委員会 
スポーツディレクター 

【関係省庁】   
境 真良 経済産業省 商務情報政策局情報政策課 国際戦略情報分析官 
本多 秀幸 文部科学省 スポーツ庁 オリンピック・パラリンピック課 専門官 

○： 主査 

本ワーキンググループ（以下「ＷＧ」という。）は、「２０２０年に向けた社会全体のＩＣＴ化の推進に関する懇談会 幹事会」（以下「幹

事会」という。）の下で開催されるＷＧとして、２０２０年東京オリンピック・パラリンピック競技大会（以下「２０２０年東京大会」とい
う。）及び２０２０年東京大会以降の我が国の持続的成長も見据えて、社会全体のＩＣＴ化を推進し、国内外での競技大会等の感
動の共有及びスポーツ分野の人口増加及びその裾野の拡大に向け、本分野におけるＩＣＴの効果的な利活用方策の明確化につ
いて検討を行うことを目的とする。 

（敬称略、五十音順、平成27年11月６日現在） 
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